	外食産業


消費税率引上げによる目立った落ち込みはなく、世帯１人当たりの外食支出額の増加や訪日外国人の増加などから、平成26年の市場規模はプラスとなった。
業態で傾向は異なるが、「ハレの日消費」や「プチぜいたく」の浸透で、顧客単価は堅調に推移している。
今後、人口減少と高齢化が進むなかで、企業が生き残るためには、地域ごとのニーズにきめ細かく対応しながら、新たな販路を開拓することが不可欠であるとみられている。
業界概要

外食産業の範疇は広く、日本標準産業分類の中分類Ｍ76（飲食店）及び77（持ち帰り・配達飲食サービス業）に該当する。飲食店は、①食堂，レストラン、②専門料理店（料亭、中華料理店、焼肉店等）、③そば・うどん店、④すし店、⑤酒場，ビヤホール、⑥バー，キャバレー，ナイトクラブ、⑦喫茶店、⑧その他の飲食店（たこ焼店、甘味処等）が含まれる。
一方、持ち帰り・配達飲食サービス業は、客の注文に応じて調理した飲食料品を持ち帰る状態で提供する、あるいは調理した商品を客の求める場所に届けるような事業者である。持ち帰りのすしや弁当のほか、クレープ、宅配ピザ、仕出し料理、配食サービス、病院給食などがこれに該当する。
　なお、本調査では飲食店を中心にヒアリングを実施した。
外食産業の歴史

日本における外食文化の歴史は古く、江戸時代の前期に始まった浅草金竜山の奈良茶飯や、後期の高級料亭、屋台によるにぎりずしや天ぷらなど、現在の日本を代表するさまざまな料理がこの時代に生まれた。明治初期から中期には、本格的な西洋料理よりも牛鍋（すき焼きの原型）やカレーのような、和洋折衷料理としての洋食が登場するものの、人々が日常的に飲食店を利用するようになったのは大正時代以降といわれる。
戦時期には、都会において当時の食糧難を反映した「雑炊食堂」という業態が出現した。とはいえ、外食産業として急速に発展し日常化するのは、米国で戦前に確立されたチェーンレストランという近代的な経営手法を用いた、ファミリーレストランやファーストフードが登場する1970年以降である。
その後は、人々の暮らしが豊かになったことや、核家族化の進展、独り暮らし高齢者世代といった単身世帯の増加、女性の就業率の増加、ライフスタイルの多様化に伴って、外食産業は需要を拡大した。とりわけ、80年代半ば以降、エスニック料理、フランス料理、イタリア料理などのグルメブームが巻き起こり、ガイドブックの出版や雑誌でのレストラン紹介など、メディアの露出が増えた。

ところが、バブル崩壊後の景気低迷により、外食産業の市場拡大に終止符が打たれ、90年代から低価格路線が浸透する一方で、テイクアウトや中食（総菜、弁当等）市場が伸長していく。2000年以降は、ＢＳＥ（牛海綿状脳症）や鳥インフルエンザの発生、食品偽装、残留農薬、異物混入などの出来事をきっかけに、食の危機管理や安全性に消費者の関心がより高まっていった。
大阪の地位と特徴
わが国の外食産業の規模をみると、事業所数が61万9,711店、従業者数が423万1,432人（総務省『平成26年経済センサス-基礎調査』）、市場規模は24兆3,686億円（食の安心・安全財団「外食産業市場規模推移」）となっている。なお、大阪の地位は事業所数が50,913店（対全国シェア8.2％）、従業者数は35万5,903人（同8.4％）となっている。
消費税増税後も売上高は安定的に推移
全国の市場動向をみると、消費税率引き上げ直後の26年４～６月期は目立った落ち込みはなく、年央の天候不順などで一時的に伸び悩んだものの、世帯１人当たりの外食支出額の増加や、訪日外国人の増加、法人交際費の増加などから、26年の市場規模は24兆3,686億円と前年比1.5％の増加となった（日本フードサービス協会資料）。
大阪の外食産業の動きも、増税直後はわずかに売上高が落ち込んだとの声もあったが、増税の半年前に商品単価やメニューの内容を見直したり、昨今の牛肉ブームという顧客ニーズを的確に捉えたりして、来店客数を増やした企業では、増税の影響は軽微で売上高も横ばい、あるいは右肩上がりで推移している。
　十割そばを売りにしている企業では、カリスマグルメのブログで紹介された後、そのブログを見たグルメサイトのレビュアー（評価者）が来店し、さらに彼らの口コミがサイトに投稿されたことで、25年の開業以来横ばいだった売上高が、この１年で倍増した。
これらの企業はいずれも、価格競争に巻き込まれないよう、商品の品質や店舗の雰囲気、素材のこだわりを強調し、付加価値を重視したことで、安定した売上高につながっている。
なお、足元の状況をみると、大阪市内の観光スポットに店舗を持つあるお好み焼店では、同店舗の９割近くを訪日外国人客が占め、10～11月の売上高が前年同期比で５～10％増加した。また、高級おせち料理の売れ行きが昨年よりも好調である和食店、年越しそばの駆け込み需要が期待できるそば店など、前年よりも明るさが広がっている。
顧客単価は堅調
業態により傾向は異なるものの、総じてみれば横ばいまたは上昇で推移している。葬儀関係の注文が多いケータリング部門を持つ企業では、近年の家族葬の増加による参列者数の減少から、１組当たりの顧客単価が下落傾向にある。一方で、おせち部門は昨年よりも高額商品が先に完売する好調ぶりで、「ハレの日消費」や「プチぜいたく」が浸透しつつある。
　このほか、消費増税前のメニューの見直しや、日本酒に合うメニュー内容に刷新したことが奏功し、顧客単価の上昇に結び付いた企業もある。価格よりも品質にこだわる店の個性が、顧客に評価されたと考えられる。
居抜き物件の人気は高い
最近数年間の設備投資の動きは、照明のＬＥＤ化や省エネエアコンの導入といった節電対策投資、階段の補強、トイレ改修、業務用冷蔵庫の増設など、大型の投資は少ない。
ただし、若手経営者の中には正社員とアルバイト１人ずつで運営できる、10～20坪ほどの小規模な居抜き（前のテナントが使用していた内装の造作や設備・什器等が残っている状態）物件を、複数店舗で展開するケースもみられる。あらかじめ設備が揃っており、内装などの初期費用が抑えられ低リスクである、小規模ゆえに店内の賑わいを演出しやすいといったメリットがある。このため、スケルトン（内装と設備を施す前の状態の物件）よりも人気が高く、居抜き物件が出るとすぐに成約に至るという。
人気店以外の人材確保は難しい
外食業界は、深夜営業など雇用に対してネガティブなイメージを持たれることが少なくない。加えて、近年の売り手市場やメディアにおける「ブラック企業」報道なども重なって、居酒屋や牛丼チェーン店といった大手企業でも新規採用者の確保が難しくなっている。
　ヒアリングによると、中途採用者や派遣社員の活用など、いずれの企業でも人材確保に苦戦している。先述のグルメサイトに口コミが投稿されたそば店では、人気店での就労を希望する傾向が強まっているのか、口コミ投稿以降は容易に人材が確保できたという。
　また、採用者の定着を図る工夫も各社で行われている。ある和食料理店では、たとえ採用者が１人でも中途採用者の入社式を毎月、会長・社長・役員が出席して行っている。このほか、毎月課題を与えて実習する集合研修、調理師などの免許取得に要する費用の一部負担、レクリエーションの充実にも注力している。
　設立当初から、人材教育に注力してきた大阪外食産業協会では、採用者の定着のために外部の専門家を招いて、採用面接やコーチングのノウハウなどを学ぶ機会を提供している。
今後の見通し
28年度の税制改正大綱では、外食が消費税の軽減税率の対象品目から除外された。ただし、牛丼やハンバーガーでは、店内での飲食は外食扱いで10％の税率が課され、テイクアウト（持ち帰り）の場合は外食とせず８％が適用される。軽減税率を導入している海外でも、適用対象の線引きが異なるように、わが国でも導入に際しては混乱が予想される。
ヒアリングによると、顧客に混乱を与えないような表記方法など、今後社内で勉強会を検討している企業もみられた。また、消費税率引き上げにより外食の回数自体が極端に減少することは考えにくい、との見方もある。
軽減税率よりも喫緊の課題として、人口減少と高齢化の進行により、外食での消費量の減少が懸念されている。こうしたなか、企業が生き残るためには、地域ごとのニーズにきめ細かく対応しながら、新たな販路を開拓することが不可欠であるとみられている。
（山本　敏也）
飲食店等の市場規模の推移（大阪府）
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資料：食の安心・安全財団『外食産業市場規模推移』
飲食店の推移（大阪府）
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資料：総務省『事業所・企業統計調査』、『経済センサス－基礎
調査』
（注）21年以降の経済センサスは、調査手法が「事業所・企業
統計調査」とは異なるため、18年との時系列比較は行わ
ない。
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